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令和４年度事業報告 
 

事業概要（総括） 

令和４年度の経済動向は、エネルギー・食糧価格の高騰による仕入れコストの上昇が

押し下げ要因となったが、コロナ禍で縮小した社会経済活動の正常化が進みつつある中、

人流増加によるプラス材料もあり、下振れリスクを抱えながらも持ち直しの動きがみら

れた。 

山形県では、人口減少、地方創生、デジタル化の進展などを背景とした課題に対し、

「山形県産業振興ビジョン」に基づき、新時代を担う人材の確保と新規創業の促進、新

時代を支える企業収益と県民所得の向上、並びに新時代に対応した本県産業の競争力強

化の施策を展開している。 

こうした中、企業振興公社は、中小企業等を総合的に支援する中核的機関として、県

及び他の中小企業支援機関との連携を図りながら、ものづくり産業の競争力強化、創業

の促進、事業承継、経営基盤の強化などに対し、トータルな支援を迅速に行った。 

 

１．ものづくりの強みを活かす総合的な支援 

（１）県内製造業の取引拡大を図るため、県内外で商談会（対面及びオンライン形

式併用で２回、対面形式で１回）を開催するとともに、取引推進員・発注開拓

推進員（首都圏）を配置し、発注情報の収集に積極的に取り組み、県内受注企

業への取引斡旋・紹介を行った。また、機械要素技術展に山形県ブースを設置

し販路開拓を支援した。 

（２）本県のものづくりの強みや特長を活かし、自動車産業の集積を促進した。東

北６県等との連携によりトヨタ関連企業向けの展示商談会を開催したほか、

個別に部品メーカーと県内企業とのマッチングを推進するとともに、生産改

善アドバイザーを配置し、自動車産業への参入企業に助言指導を行うことで、

県内製造業の競争力強化を図った。また、新たに「次世代自動車プロジェクト

マネージャー」を配置し、県内自動車関連企業の次世代自動車への参入を支援

した。 

 



 

２．創業の促進と円滑な事業承継 

（１）県指定管理者として「山形県産業創造支援センター」を運営し、創業者の 

育成を行った。 

（２）起業・創業を支援するための拠点施設「スタートアップステーション・ 

ジョージ山形」を運営した。また、新たに地域課題をビジネスで解決に結び付

けるソーシャルイノベーション創出モデル事業を実施し、新ビジネス創出と地

域課題解決を図った。 

（３）親族内、従業員及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで対応す

る「山形県事業承継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業等の円滑

な事業承継・引継ぎを支援した。 

 

３．経営基盤強化の支援 

（１）あらゆる業種の総合相談窓口として、「山形県よろず支援拠点」を運営し、

地域の支援機関等と連携して経営課題の解決を支援した。 

（２）地域の身近な相談窓口として、県の総合支庁に「地域コーディネーター」を

配置し、各種支援策の情報提供など、きめ細かな支援を行った。また、創業や

経営革新などの経営課題に対応するため、支援人材を配置するとともに、外部

の専門家を派遣した。 

（３）ポストコロナに向けた経済の変化に対応するために、新たに事業再構築の取

組みを後押しする補助金を交付した。また、経営革新による新たな事業活動の

支援や、インターネットなどを活用した情報発信を行い、企業の経営基盤強化

に向けた取り組みを支援した。 

（４）小規模企業者等の経営の革新、地域の中核的な企業の技術力向上、県内企業

等の自動車・航空機分野への参入やＤＸ・脱炭素化の促進を図るため、中小企

業の設備投資ニーズに適切に対応した設備貸与事業を実施した。 

 

 

 

 

 



 

（５）地域の中堅・中小企業に対して、新たな取組みに積極的に挑む“攻めの経営”

への意欲を喚起し、その実現に不可欠となるプロフェッショナル人材（含む 

副業・兼業プロ人材）の採用を支援する「プロフェッショナル人材戦略拠点」 

を運営した。 

（６）雇用の安定と地域活力の維持等に資するため、中小企業活性化協議会におい

て、金融機関や関係機関と連携して中小企業の事業再生の取組みを支援した。 



（単位：円）

1．ものづくりの強みを活かす総合的な支援
（１）取引拡大の推進 46,553,328

受発注情報収集と取引斡旋・紹介事業 5,521,252

取引推進員等設置事業 16,894,919

商談会等開催事業 8,199,243

中小企業販路拡大実践支援事業 15,937,914

下請取引の相談 －

（２）自動車産業の集積促進 12,585,293

自動車関連産業集積促進事業 2,395,058

生産現場改善・強化事業 3,352,852

次世代自動車参入促進プロジェクト事業  【新規】 6,837,383

２．創業の促進と円滑な事業承継
（１）産業創造支援センター管理運営事業 58,715,917

（２）創業支援センター事業　 59,596,761

創業支援センター事業 29,487,011

ソーシャルイノベーション創出モデル事業　【新規】 30,109,750

（３）事業承継･引継ぎ支援センター事業 59,875,814

３．経営基盤強化の支援
（１）よろず支援拠点事業 76,120,937

（２） 支援人材による相談対応、助言指導 72,202,893

地域コーディネーターの配置 42,027,411

創業・経営革新支援人材の配置 9,951,141

専門支援コーディネーターの配置 5,991,433

専門家による助言、指導事業 14,232,908

（３） 経営基盤強化に向けた取組みの支援 265,114,315

中小企業パワーアップ補助事業 【新規】 247,245,504

中小企業経営革新支援事業 284,744

支援施策ガイドブックの作成 2,501,036

情報収集提供事業 8,920,000

人材確保システム運営事業（やまがた２１人財バンク） 5,316,300

オンライン営業力強化支援事業 441,705

（４） 設備貸与事業 377,522,785

小規模企業者等設備貸与事業 196,306,695

工業技術力整備機械貸与事業 91,927,000

自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業 89,289,090

（５）プロフェッショナル人材戦略拠点事業 32,979,061

132,298,185

中小企業再生支援事業 115,178,041

経営改善計画策定支援事業 17,120,144

令和４年度事業体系

（６）中小企業活性化協議会事業



 

 

１．ものづくりの強みを活かす総合的な支援 
 

（１）取引拡大の推進 
県内製造業の取引拡大を図るため、取引推進員・発注開拓推進員（首都圏）を配置し積

極的に発注情報の収集に取り組み、県内受注企業に対し取引斡旋・紹介を行った。 

また、「商談会」を県内外で（対面・オンライン形式併用で２回、対面形式で 1回）開催

し、県内企業の受注拡大を支援した。 

 

①受発注情報収集と取引斡旋・紹介事業 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

発注申し出件数 248件 280件 

受注申し出件数 284件 354件 

斡旋・紹介件数 758件 919件 

斡旋紹介 

結果 

成立件数 253件 225件 

成立金額 313,023千円 177,975千円 

（うち継続取引） 
(144件) 

(123,967千円/月) 

（166件） 

（137,107千円/月) 

指導相談 

件数 

計 443件 412件 

取引斡旋相談 399件 371件 

経営関係 43件 38件 

技術関係 1件 1件 

その他 0件 2件 

訪問企業

数 

計 1,376件 1,220件 

発注企業 797件 573件 

(うち県外企業） (688件) （467件） 

受注企業 579社 647社 
※成立金額は取引当初の金額を計上（継続取引の場合は１カ月あたりの取引金額を計上） 

※発注企業訪問企業数 797 社には、下記②取引推進員等設置事業分及びオンラインによる 

面談件数を含む 

 

○受注余力・発注計画等の調査 

製造業の生産状況を調査・分析するとともに、受発注情報の収集を目的として、

受注企業に対し受・発注余力状況等調査を、発注企業に対し発注計画等動向調査を

実施した。 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

回  数 2回 2回 

調査対象（延べ） 2,494社 2,526社 

 

○個別商談会の開催 

県内企業の取引拡大を図るため、県内外の発注企業と県内受注企業との個別の 

商談会を開催した。 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

回 数（うち Web開催） 9回（0回） 8回（1回） 

参加県内企業数（同上） 27社（0社） 30社（3社） 

成約件数 2件 4件 

 

 

 

 



 

 

②取引推進員等設置事業 
取引斡旋・紹介事業を強化するため取引推進員・発注開拓推進員（首都圏）を配置し、

発注情報の収集に積極的に取り組んだ。 

・取引推進員  ３名 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

発注企業訪問数 延べ 487件 延べ 354件 

 
・発注開拓推進員（首都圏） １名 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

発注企業訪問数 延べ 96件 延べ 97件 

 

③商談会等開催事業 
受発注取引の一層の拡大を図るため、商談会を天童市と山形市で対面及びオンライン形

式併用にて開催した。また、宮城県、福島県との合同商談会を東京で対面形式にて開催し

た。 

 

令和４年度実績 令和３年度実績 

広 域 

商談会 

宮 城 

山 形 

福 島 

合 同 

商談会 

取 引 

商談会 
合計 

広 域 

商談会 

宮 城 

山 形 

福 島 

合 同 

商談会 

取 引 

商談会 
合計 

開催日 
R4.7.14 

7/7～13 
R4.11.10 

R5.2.15 

2/8～14 
－ 

R3.7.8 

～7.16 

新型コ

ロナウ

イルス

の影響

で中止 

R4.2.9 

～2.18 
－ 

開催場所 
（開催形式） 

天童市 

対面・オ

ンライン

形式 

対面形式 

山形市 

対面・オ

ンライン

形式 

－ 
オンライ

ン形式 

オンライン

形式 
－ 

参 

加 

企 

業 

数 

発注 

企業 
121 社 53 社 101 社 275 社 89 社 89 社 178 社 

受注 

企業 
229 社 139 社 229 社 597 社 189 社 159 社 348 社 

取

引

成

立 

件数 75 件 9 件 

今後 

調査 

予定 

84 件 36 件 38 件 74 件 

金額 
47,448 

千円 

5,569 

千円 

53,017 

千円 

24,935 

千円 

29,864 

千円 

54,799 

千円 

うち、 

継続 

取引 

41 件 

31,291 

千円/月 

2 件 

784 

千円/月 

43 件 

32,075 

千円/月 

20 件 

21,291 

千円/月 

28 件 

20,114 

千円/月 

48 件 

41,405 

千円/月 

 

④中小企業販路拡大実践支援事業 
金属・樹脂等の加工技術の展示会では国内最大規模である「機械要素技術展」に山形市、

村山市、米沢市及び白鷹町商工会と共に山形県ブースを設置し、県内製造業の販路開拓を

支援した。 

○機械要素技術展 

   令和４年度実績 

開催期日 令和 4年 6月 22日～24日 

開催場所 東京ビッグサイト 

出展企業数 35社 

（山形県 17社、山形市 4社、村山市ものづくり産業振興会 4社、米

沢ものづくり振興協議会 6社、白鷹町商工会工業部会 4社） 



 

 

出展小間数 9.5小間+2角小間 

（山形県 4.5小間、山形市 1.5小間、村山市 1小間、米沢市 1.5小

間、白鷹町商工会 1小間、2角小間は県と山形市で按分） 

商談件数 357件 

成立件数 35件 

成立金額 24,512千円 
  ※成立金額は取引当初の金額を計上（継続取引の場合は１か月あたりの取引金額を計上） 

 

⑤下請取引の相談 
下請取引の適正化を推進するため（公財）全国中小企業振興機関協会が実施する 

「下請かけこみ寺」の窓口として、取引上の悩みやトラブルの相談に応じた。 

 

   ・下請かけこみ寺  相談件数 25件 

 

 

（２）自動車産業の集積促進 
自動車関連産業集積を促進するため、県と共同して東北６県及び新潟県・北海道との連

携によるトヨタ関連企業向けの展示商談会を開催するとともに、県内自動車関連企業の競

争力を高めるため、生産改善アドバイザーによる現場改善指導を継続して実施した。 

また、新たに「次世代自動車プロジェクトマネージャー」を配置し、次世代自動車への

参入を支援した。 

 

①自動車関連産業集積促進事業 

〈広域連携事業〉 
  ○ とうほく自動車産業集積連携会議総会 

開 催 日： 令和 4年 9月 16日 

開催形式： 書面開催 

内  容： 令和 3年度事業報告及び令和 4年度事業計画等 

      

 ○ 技術展示商談会 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

名  称 
とうほく・北海道 自動車関

連技術展示商談会 

とうほく・北海道 新技術・ 

新工法展示商談会 

開催期日 令和 5年 2月 2日～3日 令和 4年 1月 11日～2月 28日 

現地展示 

開催場所 

刈谷市産業振興センター 

（愛知県刈谷市） 
オンライン開催 

出 展 数 65社・団体（うち県内 7社） 71社（うち県内 7社） 

内  容 

東北 6 県、北海道及び新潟県

が連携してトヨタ自動車協力

のもと、展示商談会を開催し、

とうほく・北海道の優れた技

術をＰＲした 

東北 6県、北海道及び新潟県が連携

してトヨタ自動車協力のもと、オン

ラインによる展示商談会を開催し、

とうほく・北海道の優れた技術を 

ＰＲした 

来 場 者 

(アクセス数) 
707名  3,639名(アクセス数)  

商談状況 

（山形県） 

・商談成立      0件 

・試作依頼      7件 

・見積・図面検討   5件 

・後日企業訪問等   13件 

・商談成立      0件 

・試作依頼      0件 

・見積・図面検討   1件 

・後日企業訪問等    4件 

 



 

 

 

〈県単独事業〉 
○ 山形県自動車産業振興会議総会 

     開 催 日：令和 4年 7月 28日 

開催形式：集合（山形市）とオンラインの併用 

内   容：令和３年度事業報告及び令和４年度事業計画等 

○ 自動車関連企業デジタルガイドブックの保守及びＰＲ 

     ｗｅｂサイトへの誘導パンフレットを作成し、発注企業へ随時配付 

     とうほく・北海道自動車関連技術展示会に持参し、来場者に周知したほか、県名古

屋事務所の企業訪問活動でも活用 

○ 講演会・情報交換会 

 時期及び場所 内容 

講演会・情報交換会 令和 4年 9月 15日 

（山形市） 

〇講演会 

・演題：自動車電動化がもたらす構造変化での生

き残り方とは 

・講師：株式会社 SAKAHOKO 

代表取締役社長 小室 健一 氏 

     （元アイシン精機株式会社） 

 

〇情報交換会 

・コーディネーター： 

山形県次世代自動車研究会アドバイザー 

  吉田 強 氏(元アイシン東北株式会社 社長) 

・内容：カーボンニュートラルによる自動車/自 

動車部品事業の変化について 

 

②生産現場改善・強化事業 
生産改善アドバイザーを１名配置し、工程数低減・安全衛生・自主保全といったコスト

面の意識改革や人材育成等、県内自動車関連企業の生産現場を改善するため、個々の企業

に対し継続的な指導を実施した。 

○生産改善アドバイザー（１名）による生産現場改善指導 

 令和４年度 令和３年度 

指導回数 延べ 34回 延べ 178回 

指導企業数 3社 9社 

 

  ③次世代自動車参入促進プロジェクト事業【新規】 

○ 次世代自動車プロジェクトマネージャーの配置 

次世代自動車プロジェクトマネージャー１名を配置。 

他支援機関と連携し、県内関連企業の次世代自動車への参入を支援。 

○ プロジェクト推進のための調査分析 

県内関連企業 159社にヒアリングを実施。 

電動化に伴う影響、今後の事業戦略などを聞き取り。 

（159社中 125社が次世代自動車に参入済・参入予定） 

○ ターゲットとなる大手サプライヤー（２社）による県内企業の訪問 

     令和４年 7月 29日：㈱アイシンによる県内企業３社訪問 

     令和５年１月 24日：プライムアース EVエナジー㈱による県内企業２社訪問 

 



 

 

２．創業の促進と円滑な事業承継 
 

（１）産業創造支援センター管理運営事業 
創業者の育成や新分野進出を促進するため、県から指定管理を受けている「山形県産業

創造支援センター」において、新規創業室、研究開発室及び会議室等の利用提供を行った。 

また、経営支援アドバイザー、インキュベーション・マネジャー（創業支援マネージャー）

及び中小企業診断士を配置し、入居企業、創業者及び創業希望者等の相談に応じるととも

に、創業塾やベンチャー交流サロン（創業者と創業希望者との交流事業）を実施した。 

このほか、産業支援人材育成のため、（一社）日本ビジネス・インキュベーション協会

の認定する、インキュベーション・マネジャー養成研修を実施したほか、南東北三県のイ

ンキュベーション・マネジャー及び創業支援担当者のスキル向上のため、合同研修会を実

施した。 

 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

入居企業 

（3月末現在） 
19社 22室 19社 22室 

相談延べ件数 1,584件 1,324件 

支
援
事
業 

創  業  塾 

6回 参加者 21名 

（会場 7名、ｵﾝﾗｲﾝ 14名） 

10/8、10/22、11/5、 

11/19、12/3、12/17 

6回 参加者 7名 

10/2、10/16、10/30、 

11/6、11/20、12/4 

ベンチャー交流サロン 
1回 参加者 23名 

10/8 

1回 参加者 29名 

1/24 

 

〇インキュベーション・マネジャー養成研修 

  開催日：前期スクーリング 令和 4年 9月 20日～21日 

      ＢＩ実習     令和 4年 11月８日～９日・11月 29日～30日 

後期スクーリング 令和 5年 3月 2日～3日 

  修了者：11名 

 

〇南東北三県合同研修会 

開催日：令和 5年 1月 26日 

場 所：宮城県仙台市 

テーマ：製造業にみる事業再生 

参加者：24名 インキュベーション・マネジャー及び創業支援担当者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

（２）創業支援センター事業 

 
① 創業支援センター事業 

起業・創業支援のワンストップ窓口とコワーキングスペース機能を有する「スタート

アップステーション・ジョージ山形」を管理・運営し、起業・創業に関する支援機関の

総合案内・調整（ワンストップ窓口）、セミナー、講座、夜間・休日相談会等の各種イ

ベントを開催した。 

 

 

 

     

 

 

 
 
   

※令和 3年 11月 18日開設 

 

② ソーシャルイノベーション創出モデル事業【新規】 

プロジェクトメンバーによる支援体制を構築し、官民連携協働による手法を用いて、

地域課題解決型ビジネスモデルを作り、新ビジネス創出と地域課題解決を図った。 

 

協力企業 160社が参画し、以下の 4件のプロジェクトが始動した。 

・最上イノベーションエクスキュートの設立 

・最上地域早生桐産業創造プロジェクト 

・大学食堂おいしい山形プロジェクト 

・グリーンバレー神室が持つ地域資源や周辺環境を活用したホテルシェーネスハイ 

ム金山の魅力を高める取り組み 

 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

会員登録者数 772名 347名 

利用者計 4,848名 2,000名 

（内訳）有料利用者 2,796名 781名 

見学者等 824名 467名 

創業相談者 252名 70名 

イベント参加者 976名 682名 



 

 

（３）事業承継・引継ぎ支援センター事業 
 親族内承継、役員・従業員承継及び第三者承継という事業承継全般をワンストップで相

談対応する「山形県事業承継・引継ぎ支援センター」を運営し、県内中小企業・小規模事

業者の円滑な事業承継・引継ぎを支援した。 

 

○ 相談・成約件数 

 
令和４年度実績 令和３年度実績 

相談件数 成約件数 相談件数 成約件数 

親族内承継 93件 12件 90件 5件 

親族外承継（従業員承継） 14件 4件 30件 7件 

親族外承継（第三者承継） 128件 14件 95件 16件 

その他（経営相談等） 14件 － 19件 －件 

計 249件 30件 234件 28件 

 
○ 事業承継セミナー＆個別相談会の開催（県、保証協会、よろず共催） 

内 容 ：講演（支援事例から学ぶ事業承継のポイント‐withコロナを踏まえて‐）、 

各種支援制度紹介等 

期 日 ／場 所／参加者 

・令和 4年 10月 12日 ／ 山形市 ／ 10名 

・令和 4年 10月 18日 ／ 三川町 ／ 13名 

 
○ 出前講座・個別相談会への講師派遣 

 １）出前講座 

回 数：20回 

主催者：商工会（14）、商工会議所（2）、金融機関（1）、その他（3） 

参加者：174名 

    ２）個別相談会 

     回 数：2回 

     主催者：商工会（1）、金融機関（1） 

     参加者：6名 



 

 

３．経営基盤強化の支援 
 

（１）よろず支援拠点事業 
中小企業・小規模事業者の経営課題に対応する無料相談所を運営し、中小企業・小規

模事業者等の支援体制の充実を図り、地域の支援機関及びよろず支援拠点全国本部等と

協力・連携して、中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題の解決を支援した。 

 

○ 支援体制 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

総合窓口（山形県産業創造支援センター） 12名   12名   

庄内窓口（庄内地域産業振興センター） 1名   1名   

合 計 13名   13名   

 

○ 相談対応件数等実績 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

相談対応件数 8,812件 6,308件 

来訪相談者数 1,561人 1,275人 

課題解決件数  840件  424件 

 

 

（２）支援人材による相談対応、指導助言 
山形県中小企業総合相談窓口（中小企業トータルサポート）として、中小企業等が抱

えるさまざまな経営課題の解決を支援するため、地域コーディネーター、経営支援アド

バイザー、専門支援コーディネーターによる相談対応や外部専門家の派遣による助言指

導を行った。 

 

① 地域コーディネーターの配置 
地域の身近な相談窓口として、県の総合支庁に「地域コーディネーター」を配置し、 

各種支援策の紹介及び活用への具体的助言、販路開拓の相談対応など、きめ細かな支援

を行った。 

 

○ 地域コーディネーターの配置 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

村山総合支庁 2名 2名 

最上総合支庁 1名 1名 

置賜総合支庁 2名 2名 

庄内総合支庁 2名 2名 

計 7名 7名 

    (注)最上総合支庁には、この他に１名を山形大学が配置している。 

 

○ 相談件数（相談内容別） 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

情報収集 1,391件   1,269件   

補助金申請等の相談指導 1,446件   2,116件   

受注開拓 21件   37件   

その他 ※ 6,663件   6,111件   

計 9,521件   9,533件   

    ※「その他」は、補助金等支援策のフォローアップ、情報提供等。 



 

 

 

② 創業・経営革新支援人材の配置 
創業・経営革新、企業連携等を支援するため、経営支援アドバイザーを３名配置し、 

創業から新商品開発、販売、サービスの提供方法まで、広く相談に応じるとともに、 

ビジネスプランの作成とそのブラッシュアップのための助言指導等を行った。 

 

○ 経営支援アドバイザーの配置 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

経営支援アドバイザー 3名 3名 

 

 

○ 相談件数（相談目的別） 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

創業 103件 114件    

経営革新 901件 568件    

その他（経営改善等） 629件 317件    

計 1,633件 999件    

 

 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

ビジネスプラン 558件 406件    

経営全般 218件 133件    

その他 857件 460件    

計 1,633件 999件    

 

③ 専門支援コーディネーターの配置 
中小企業支援の重点分野において専門性の高い支援を行うため、専門支援コーディネー

ターを配置し、相談対応にあたった。 

 

○ 専門支援コーディネーターの配置 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

創業 4名 － 

食品産業 － 1名 

環境・再生可能エネルギー － 1名 

オンライン活用 － 1名 

計 4名 3名 

 

 

○ 相談件数（相談内容別） 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

創業 361件 － 

食品産業 － 340件    

環境・再生可能エネルギー － 88件    

オンライン活用 －   121件    

計 361件 549件     
 

 

  



 

 

 

④専門家による助言、指導事業 
  経営の向上を図る中小企業者等の要請に基づき、外部専門家を活用して助言、指導を 

行った。 

 

 ○ 専門家派遣（一般） 

新たな取り組みによる事業の拡大や経営改善、マーケティング、労務など、様々な

経営課題に対し、中小企業の要請に基づき、中小企業診断士や税理士等の外部専門家

を派遣した。 （企業負担１／２） 

 

○ ＢＣＰ策定支援専門家派遣 

ＢＣＰ（事業継続計画）を策定しようとしている、または策定済みＢＣＰの見直

しを図る中小企業に専門家を派遣した。 

（企業負担１／３） 

 

専門家派遣回数 

  令和４年度実績 令和３年度実績 

一般 

経営全般 19社 130回 31社 134回 

マーケティング 7社  49回 14社  88回 

労務 3社  12回 5社   20回 

その他 14社 104回 7社   43回 

（小計） （43社  295回） （57社 285回） 

経営改善  －社    －回 2社   6回 

ＢＣＰ  1社    3回 2社   5回 

 計 44社  298回 61社 296回 

 

 

（３）経営基盤強化に向けた取組みの支援  
ポストコロナに向け県内中小企業・小規模事業者のパワーアップを図るため、新たに

新分野展開や事業・業種転換、業態転換など、先を見据えた事業再構築の取組みに対し

補助金を交付した。 

また、中小企業の経営基盤を強化するため、経営革新による新たな事業活動の支援、

「支援施策ガイドブック」や「産業情報やまがた」による各種支援策の情報提供、その

他（人材確保等）の支援を実施した。 

 

① 中小企業パワーアップ補助事業【新規】 
新分野展開や事業・業種転換、業態転換など、先を見据えた中小企業・小規模事業者

の事業再構築の取組みに対して補助を行った。 

   １次公募 ２次公募 計 

応募件数 247件 131件 378件 

採択件数 234件 77件 311件 

交付金額 167,384,000円 59,925,000円 227,309,000円 

 

 

 

 

 



 

 

② 中小企業経営革新支援事業 
新商品の開発や新たな生産方式の導入等の経営革新の取組みを促進するため、「中小企

業等経営強化法」に基づく経営革新計画の作成や内容のブラッシュアップに関する助言

指導等を行った。 

 

○ 経営革新計画の承認実績 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

審査件数（申請件数） 38件 36件 

経営革新計画の承認件数 38件 36件 

 

○ 承認された経営革新計画の類型 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

新商品の開発又は生産 13件 14件 

新役務の開発又は提供  9件 10件 

商品の新たな生産 

又は販売の方式の導入 
20件 20件 

役務の新たな提供の方式の導入 

その他の新たな事業活動 
5件 6件 

技術に関する研究開発 

及びその成果の利用 
1件 1件 

計 48件 51件 

※1件の経営革新計画に対し、複数の類型で申請・承認が行われている場合が 

あるため、計画の承認件数よりも、承認された類型の件数が多くなっている。 

 

③ 支援施策ガイドブックの作成 
創業者や中小企業者を支援するための相談窓口や、様々なニーズに対応した支援事業

などをまとめたガイドブック（無料）を 5,000部作成し、認定支援機関（金融機関、商

工団体等）や行政機関等に配布した。主に中小企業者の方が中小企業支援施策を利用す

る際の手引書として活用された。 

 

④ 情報収集提供事業 
中小企業者の経営資源となる情報を収集し、提供した。 

○ 情報誌「産業情報やまがた」の発行 ３回（2,200部／回） 

○ ホームページによる情報発信 

 

⑤ 人材確保システム運営事業（やまがた 21人財バンク） 
県内企業の競争力向上を人材面から支援するため、ホームページ「やまがた 21人財

バンク」に求人企業と求職者（企業退職者・ＵＩターン希望者）を登録・公開し、県内

企業と登録者とのマッチングを促進する無料職業紹介事業を実施した。 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

新規登録実績 
求 人 数 

195件 

（345人） 

169件 

(293人) 

求職者数 57人  72人 

マッチング実績 

紹介件数 340件 416件 

 企業からの依頼件数 174件 203件 

 求職者からの依頼件数   4件  23件 

 人財バンクからの紹介件数 162件 190件 

履歴書提出まで進んだ件数 28件 27件 

就職件数 14件 16件 



 

 

⑥ オンライン営業力強化支援事業 
   オンラインを活用した営業力を強化し、受注獲得に繋げる取組みを支援するための 

セミナーを開催した。 

   

○オンライン営業力強化セミナー 

   内容：オンライン営業のための事前準備、自社のアピール方法、商談相手への提案

方法、顧客データ活用方法等。 

 

 

 

 

 

 

開 催 日 開催場所・開催方法 内 容 参加人数 

令和 4年 6月 27日 
山形県産業創造支援センター(山形市) 

オンライン併用 

プ レ ゼ ン テ ー

ション資料作成 
57名 

令和 4年 11月 30日 

山形県高度技術研究開発センター(山

形市) 

オンライン併用 

売上アップ、販

路拡大法 
64名 

令和 5年 1月 24日 
山形県産業創造支援センター(山形市) 

オンライン併用 

顧客データ活用

法 
93名 



 

 

（４）設備貸与事業 
設備貸与事業全体では、決定額が 377,522,785 円と前年度（346,012,412 円）を上回

り、制度別では、県単独事業である工業技術力整備機械貸与事業および自動車航空機・

ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業がそれぞれ対前年度比 131％、175％と大幅に伸びた。

一方で、小規模企業者等設備貸与事業では、件数は伸びたものの決定額では前年度比

87％に留まった。自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業では、令和４年度か

らＤＸや脱炭素化に必要な設備投資の促進を図る目的で取り組んだが、実績としては１

件に留まった。なお、令和３年度から特別金利の引き下げを実施した小規模企業者等設

備貸与事業では、特別金利決定件数は 11件 78,832,505円（前年度 5件 90,304,500円）

となっている。 

業種別では、製造業が全体実績額の 87.7％と前年度（88.8％）と比較すると割合は下

がっており、一方、製造業以外（その他）は 12.3%と前年度（11.2％）と比較すると上

がっている。 

 

①小規模企業者等設備貸与事業 
小規模企業者等の創業又は経営の革新を図るのに必要な設備の導入を支援するため、

設備の貸与を行った。 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

予算額 
当 初 245,000,000円 

補 正 196,307,000円 

当 初 245,000,000円 

補 正 245,000,000円 

実績額 28件 196,306,695円 14件 225,139,187円 

内 訳 
製造業 19件 149,854,410円 

その他 9件  46,452,285円 

製造業 11件 186,506,760円 

その他 3件  38,632,427円 

 

②工業技術力整備機械貸与事業 
地域において中核的な機能を有する企業の先端技術力の向上を図るのに必要な設備

の導入の促進に資するため、設備の貸与を行った。 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

予算額 
当 初  110,000,000円 

補 正  91,927,000円 

当 初  110,000,000円 

補 正   69,911,000円 

実績額  2件 91,927,000円 3件 69,910,225円 

内 訳 製造業 2件 91,927,000円 製造業 3件 69,910,225円 

 

 ③自動車航空機・ＤＸ・脱炭素化関連設備貸与事業 
自動車及び航空機分野での新規取引・取引拡大やＤＸ・脱炭素化に取り組もうとして

いる県内企業を対象として設備の貸与を行った。 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

予算額 
当 初  91,595,000円 

補 正  89,289,090円 

当 初  88,523,000円 

補 正  50,963,000円 

実績額 3件 89,289,090円 2件 50,963,000円 

内 訳 製造業 3件 89,289,090円 製造業 2件 50,963,000円 

 

 

  



 

 

（５）プロフェッショナル人材戦略拠点事業 
県内企業の成長戦略の実現に不可欠となるプロフェッショナル人材の採用を促進する

ため、山形県プロフェッショナル人材戦略拠点を運営し、関係機関と連携しながら、県

内企業の人材確保を支援した。 

また、県内企業の経営者等を対象としたセミナーを開催するなど啓発活動を行った。 

 
○ 相談等実績 

 令和４年度実績 令和３年度実績 

相談件数 241件 219件 

成約件数 
91件 

（県外 34件、県内 57件） 

100件 

（県外 39件、県内 61件） 

※参考 拠点設立（平成 27 年 12 月）から相談件数 1,538 件、成約件数 513 件｛県外 190 件 

（含む副業・兼業 42 件）県内 323 件（含む再就職支援 127 件）｝ 

 

○ 県内の中堅、中小企業の経営者等を対象としたセミナーの講師  

マネージャー吉田 勉 ３回（リアル 2回・オンライン 1回） 

 

・山形機工会 定時総会での講演 

テーマ：「お客様の課題を解決するための副業・兼業プロ人材のススメ」 

開催日：令和 4年 5月 27日（金） 

参加者：30名 

 

・(一社)東北経済連合会「兼業・副業人材活用オンラインセミナー」 

【デュアル・ライフ東北・山形県】での講演 

テーマ：『今が狙い目！「兼業・副業人材」の活用術』 

開催日：令和 4年 9月 28日（水） 

参加者：21名 

 

・日本政策金融公庫 主催、山形県企業振興公社・山形県 共催 

『「副業・兼業プロ人材」活用セミナー＆個別相談会』講師および個別相談対応 

開催日：令和 4年 10月 21日（金） 

参加者：21社   個別相談：6社 

 

○ 地域版プロフェッショナル人材戦略協議会の開催    4回 

 

○ 地域版プロフェッショナル人材戦略事務協議会の開催  40回 

金融機関や民間人材ビジネス事業者等の関係機関との連携強化を図った。 



 

 

（６）中小企業活性化協議会事業 
雇用の安定等と地域の活力に資するため、令和４年４月 1 日に中小企業再生支援協議

会と経営改善支援センターを統合し、新たに「山形県中小企業活性化協議会」が再スター

トし、経営上の問題を抱えている中小企業が取り組む事業再生や経営改善を支援した。 

 

①中小企業再生支援事業 

②経営改善計画策定支援事業 
 

○ 全体会議の開催 

関係機関を代表する協議会委員により、協議会事業の業務実施方針等を決定するため、

全体会議を開催した。但し、新型コロナウイルス感染防止の為書面会議とした。 

期 日 ： 令和４年５月 

内 容 ： ①令和３年度事業実績報告について 

     ②令和４年度事業計画について 

 

○ 事業再生相談業務と経営改善計画策定支援業務 

令和４年４月に２つの部門を統合したが、人員については統括責任者及び統括責任

者補佐５名の計６名と格別の増員もせずに、中小企業の事業再生に係る相談や認定支

援機関などからの相談と利用・支払申請を受け付けた。 

令和４年度は、新型コロナウイルス感染関連で資金繰り支援の「特例リスケジュール

支援」が業務終了となり、その受け皿となる「収益力改善支援」業務が新設され、特

例リスケジュール支援のいわゆる出口計画支援を実施した。 

 

○ 業務実績件数 

内   容 令和４年度 令和３年度 

事前相談件数 ９６件 ― 

窓口相談件数（一次対応） ４２件 ３６件 

再生支援完了件数 ４２件 ４３件 

経営改善計画策定支援件数 ２９件 ３５件 

(注)金融機関等からの事業相談件数は、令和４年度より正式に件数把握することとなった。 

 

○ 普及広報活動実績件数 

活性化協議会事業の周知を図るため、金融機関や諸団体訪問等による普及広報活動を

毎年開催している。 

内   容 令和４年度 令和３年度 

金融機関訪問(案件協議、会議) ３１１件 １８５件 

金融機関勉強会、説明会 １２件 １０件 

諸団体訪問 ４件 ３件 

 (注)令和３年度は新型コロナウイルス感染症防止のため、訪問活動を一部制限した。 

 

○ 新聞広報 

令和４年４月２９日付山形新聞 提言「中小企業の駆け込み寺」統括責任者寄稿。 

令和５年３月２０日付山形新聞一面に協議会事業全面広告掲載。 

 

 

 

 



 

 

■企業グループ等の支援 
 

中小企業同士の交流を促進する団体や創業支援担当者の連携のための協議会の事務局と

して、その活動を支援した。 

 

  ○ 山形県工業会村山支部 

 

  ○ テクノプラザやまがた’８４ 

 

  ○ ジョイントパーティ 

 

  ○ 山形県インキュベーション・マネージャー連携協議会 

 


